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この資料における計数は、それぞれ四捨五入しているため、端数において

合計と一致しないものがある。 



○ 東京オリンピック・パラリンピック後の切れ目のない消費の下支えのため、

「マイナンバーカードを活用した消費活性化策」（マイナポイント）を実施。

併せて、マイナンバーカードの普及促進のため、市町村等の体制を整備。

○ 情報通信：Society 5.0 に向けた次世代 ICT 基盤の整備を加速する観点から、

5G の活用推進や量子技術を用いたサイバーセキュリティに係る施策等を拡充。 

○ 地方自治：Society 5.0 時代のデジタル・ガバメントの実現に向けて、地方

行政サービスのデジタル化等に係る施策に重点化。 

○ 統計調査等：公的統計の信頼回復等のため、統計委員会等の機能を強化。 

○ 消防庁：今般の台風被害等を踏まえ、大規模災害への消防の対応能力を向上。 

総務省予算（交付税等、恩給関係費除く）内訳 
（単位：億円） 

令和元年度 
予 算 額 

令和２年度 
予 算 額 

対前年度 
増▲減額 

一 般 会 計 ４，４５４ ７，９５０ ＋３，４９６ 

人 件 費 ６５１ ６４５ ▲６

臨 時 ・ 特 別 の 措 置 １９５ ２，４９８ ＋２，３０３ 

特 殊 要 因 等 １，４５６ ２，７９６ ＋１，３４０ 

小  計 

情 報 通 信 

地 方 自 治

統 計 調 査 等

消 防 庁

官 房 経 費

２，１５２ 

１，２０５ 

４２９ 

３３５ 

１１０ 

７３ 

２，０１１ 

１，１９８ 

４１８ 

１９２ 

１１０ 

９２ 

▲１４２

▲７

▲１１

▲１４３

＋０ 

＋１９ 

復興特会（復興特別交付税を除く） ２８ ８ ▲１９

注１：「交付税等」は主要経費別分類における「地方交付税交付金」及び「地方特例交付金」を、「恩給関係費」は「文

官等恩給費」、「旧軍人遺族等恩給費」及び「恩給支給事務費」をさす。 

注２：「臨時・特別の措置」は、消費税率引上げに伴う需要平準化策として実施される「マイナンバーカードを活用し

た消費活性化策（マイナポイント）」及び「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」の関係経費をさす。 

注３：「特殊要因等」は、令和２年国勢調査関係経費や社会保障・税番号制度関係経費等の特殊要因及び政党助成費を

さす。 

注４：「情報通信」は、国際戦略局、情報流通行政局、総合通信基盤局、サイバーセキュリティ統括官及び総合通信局

を表す。 

注５：「地方自治」は、自治行政局、自治財政局、自治税務局、自治大学校及び大臣官房個人番号企画室を表す。 

注６：「統計調査等」は、行政管理局、行政評価局、統計局、政策統括官（統計基準担当）、管区行政評価局及び公害等

調整委員会を表す。 

注７：数値は、精査の結果異動が生じることがある。 

令和２年度総務省関係予算のポイント 

令和２年度予算編成の基本的な考え方 
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１．マイナンバーカードを活用した消費活性化策（マイナポイント） 【臨時・特別の措置】 

○ マイナンバーカードやキャッシュレス決済の普及を後押しするとともに、消費税率引上げに

伴う需要平準化策として、東京オリンピック・パラリンピック後の切れ目のない消費の下支え

のため実施。

○ マイナンバーカードを取得しマイキーID を設定した方（4,000 万人）を対象として、２万円

の前払い等に対して5,000円分のポイントを付与。（令和２年９月～令和３年３月の７ヶ月間） 

【2,458 億円】※このほかキャッシュレス決済端末導入支援に 20億円(経済産業省計上) 
※また令和元年度補正予算 21億円

２．マイナンバーカードの普及の推進 【特殊要因】 

○ 令和元年９月のデジタル・ガバメント閣僚会議で示された今後のマイナンバーカードの交付

枚数の想定を踏まえ、カード申請の増加等に対応する市町村等の体制を整備。

【1,365 億円】※このほか令和元年度補正予算 114 億円

３．情報通信 

・ Society5.0 に向けた次世代 ICT 基盤の整備等

令和元年度 令和２年度 

① 地域課題解決型ローカル 5G 等の実現に向けた開発実証 －億円 ⇒ 37.4 億円※

※このほか令和元年度補正予算 6.4 億円 

② グローバル量子暗号通信網構築のための研究開発 －億円 ⇒ 14.4 億円

４．地方自治 

・ 地方行政サービスのデジタル化の促進等

令和元年度 令和２年度 

① 自治体の情報システム標準化、情報セキュリティ対策の推進等 3.3 億円 ⇒ 7.1 億円

５．統計調査等 

・ 公的統計整備の司令塔機能を担う統計委員会の機能強化等

令和元年度 令和２年度 

① 公的統計の技術的課題の解決や品質向上の推進 －億円 ⇒ 0.2 億円

② 統計専任職員の増員 －億円 ⇒ 0.6 億円

（注）統計委員会の事務局を担う統計基準担当政策統括官の予算は令和元年度から増額(11.7 億円(＋0.3 億円))。 

６．消防庁 

・ 大規模災害への対応能力の向上等

令和元年度 令和２年度 

① 緊急消防援助隊の装備等の充実 54.0 億円 ⇒ 55.0 億円

（注）このほか、「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」（臨時・特別の措置）として、浸水地域等に

おける救助活動等の高度化・効率化のため、緊急消防援助隊の車両・資機材を整備（13.9 億円）。 
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事
業
の
仕
組
み

令
和
元
年
度
補
正
予
算
案
：

２
１
億
円

令
和
２
年
度
予
算
案
：

２
，
４
５
８
億
円
（
臨
時
・
特
別
の
措
置
）

（
注
１
）
この
ほ
か
、経

済
産
業
省
に
お
い
て
、令

和
２
年
度
予
算
案
に
キ
ャッ
シ
ュレ
ス
決
済
端
末
導
⼊
⽀
援
とし
て
２
０
億
円
を
計
上
。

（
注
２
）
マ
イ
ナ
ポ
イ
ン
ト
事
業
の
実
施
体
制
を
早
期
に
整
備
す
る
た
め
、令

和
元
年
度
補
正
予
算
案
に
決
済
事
業
者
の
シ
ス
テ
ム
改
修
に
対
す
る
⽀
援
等
とし
て
２
１
億
円
を
計
上
。

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
や
キ
ャッ
シ
ュレ
ス
決
済
の
普
及
を
後
押
し
す
る
とと
も
に
、

消
費
税
率
引
上
げ
に
伴
う需

要
平
準
化
策
とし
て
、東

京
オ
リン
ピ
ック
・パ
ラリ
ン
ピ
ック
後
の
消
費
を
下
⽀
え
す
る
観
点
か
ら実

施
。

●
対
象
者
︓
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
を
取
得
し
、マ
イ
キ
ー
ID
を
設
定
し
た
者
（
4,
00
0万

⼈
）

※
マ
イ
キ
ー
ID
は
、本

⼈
の
申
請
に
基
づ
き
、マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
1枚

に
つ
き
1つ
振
り出

され
る
、マ
イ
ナ
ン
バ
ー
とは
異
な
る
ID

●
利
⽤
⼿
順
︓

①
キ
ャッ
シ
ュレ
ス
決
済
サ
ー
ビ
ス
を
１
つ
選
択
し
て
、マ
イ
ナ
ポ
イ
ン
ト
を
申
込
み

②
当
該
決
済
サ
ー
ビ
ス
で
「前
払
い
」⼜
は
「物
品
等
の
購
⼊
」を
⾏
った
場
合
、

当
該
決
済
サ
ー
ビ
ス
の
ポ
イ
ン
ト
等
とし
て
マ
イ
ナ
ポ
イ
ン
ト
を
取
得

③
店
舗
等
で
マ
イ
ナ
ポ
イ
ン
ト
を
使
⽤

●
利
⽤
額
等
︓
２
万
円
の
前
払
い
等
に
対
し
て
5,
00
0ポ
イ
ン
ト

※
1ポ
イ
ン
ト
＝
1円

相
当
、⼩

⼝
で
の
前
払
い
等
も
可
能

●
事
業
期
間
︓
令
和
２
年
９
⽉
〜
令
和
３
年
３
⽉
の
７
カ
⽉
間

制
度
概
要

マ
イ

ナ
ン

バ
ー

カ
ー

ド
を

活
用

し
た

消
費

活
性

化
策

（
マ

イ
ナ

ポ
イ

ン
ト

）

決
済

事
業

者

前
払

い
等

利
用

者

プ
レ

ミ
ア

ム
分

（
マ

イ
ナ

ポ
イ

ン
ト

）
を

付
与

プ
レ

ミ
ア

ム
相

当
額

を

国
か

ら
補

助

利
用

者

（
所

管
）
総

務
省
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マ
イ

ナ
ン

バ
ー

カ
ー

ド
の

普
及

の
推

進

デ
ジ

タ
ル

・
ガ

バ
メ

ン
ト

閣
僚

会
議

で
示

さ
れ

た
今

後
の

マ
イ

ナ
ン

バ
ー

カ
ー

ド
の

交
付

枚
数

の
想

定
を

踏
ま

え
、

カ
ー

ド
申

請
の

増
加

等
に

対
応

す
る

市
町

村
等

の
体

制
を

整
備

し
、

マ
イ

ナ
ン

バ
ー

カ
ー

ド
の

普
及

を
推

進
。

○
個

人
番

号
カ

ー
ド

交
付

事
業

費
補

助
金

市
町

村
が

地
方

公
共

団
体

情
報

シ
ス

テ
ム

機
構

（
J
-
L
IS

）
に

対
し

、
マ

イ
ナ

ン
バ

ー
カ

ー
ド

関
連

事
務

（
カ

ー
ド

の
申

込
処

理
・
発

行
事

業
、

カ
ー

ド
製

造
事

業
等

）
を

委
任

。
市

町
村

が
J
-
L
IS

に
対

し
て

交
付

す
る

交
付

金
の

相
当

額
を

国
費

負
担

。

○
個

人
番

号
カ

ー
ド

交
付

事
務

費
補

助
金

市
町

村
に

お
け

る
マ

イ
ナ

ン
バ

ー
カ

ー
ド

交
付

事
務

に
係

る
経

費
を

国
費

負
担

（
主

に
臨

時
職

員
の

追
加

等
に

要
す

る
人

件
費

等
の

経
費

を
対

象
）
。

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
交
付
枚
数
（
想
定
）

（
デ
ジ
タ
ル
・
ガ
バ
メ
ン
ト
閣
僚
会
議
（
令
和
元
年
９
月
３
日
）
内
閣
官
房
資
料
）

マ
イ

ナ
ン

バ
ー

IC
チ

ッ
プ

※
税

や
年

金
等

の
個

人
情

報
は

記
録

さ
れ

な
い

裏
表

カ
ー
ド
の
利
用
例

✓
顔
写
真
付
き
の
身
分
証
明
書
と
し
て

✓
電
子
証
明
書
を
使
っ
て
、
全
国
の
コ
ン

ビ
ニ
で
住
民
票
の
写
し
等
を
受
け
取
り

✓
社
会
保
障
・
税
な
ど
の
手
続
に
お
い
て

添
付
書
類
が
不
要
に

令
和
元
年
度
補
正
予
算
案
：

１
１
４
億
円

令
和
２
年
度
予
算
案

：
１
，
３
６
５
億
円

（
参
考
）
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド

（
参

考
）

マ
イ

ナ
ン

バ
ー

カ
ー

ド
の

普
及

状
況

（
令

和
元

年
12

月
15

日
時

点
）

・
申

請
受

付
数

（
累

計
）

約
2,
14

7万
枚

・
交

付
済

数
（
累

計
）

約
1,
87

1万
枚

（
人

口
の

14
.7

％
）

（
所

管
）
総

務
省
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地
域
課
題
解
決
型
ロ
ー
カ
ル
５
Ｇ
等
の
実
現
に
向
け
た
開
発
実
証

【
令
和
元
年
度
補
正
予
算
案
：
６
．
４
億
円
】

【
令
和
２
年
度
予
算
案
：

３
７
．
４
億
円
】

＜
主

な
事

業
内

容
＞

・
ロ

ー
カ

ル
５

Ｇ
の

本
格

展
開

に
向

け
て

、
周

波
数

拡
張

や
ユ

ー
ス

ケ
ー

ス
に

応
じ

た
利

用
制

限
の

緩
和

等
に

つ
い

て
技

術
検

証
を

実
施

・
特

に
ス

マ
ー

ト
農

業
に

つ
い

て
は

、
農

林
水

産
省

と
連

携
し

て
事

業
を

行
い

、
ス

マ
ー

ト
農

業
の

実
現

・
高

度
化

を
推

進

＜
ロ

ー
カ

ル
５

Ｇ
の

利
用

イ
メ

ー
ジ

＞

建
物

内
や

敷
地

内
で

自
営

の
５

Ｇ
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
と

し
て

活
用

ゼ
ネ
コ
ン
が
建
設
現
場
で
導
⼊

建
機
遠
隔
制
御

事
業
主
が
⼯
場
へ
導
⼊

ス
マ
ー
ト
フ
ァ
ク
ト
リ
ー

農
家
が
農
業
を
⾼
度
化
す
る

⾃
動
農
場
管
理

⾃
治
体
等
が
導
⼊

河
川
等
の
監
視

セ
ン
サ
ー
、
4K
/8
K

地
域

の
企

業
や

自
治

体
を

は
じ

め
、

様
々

な
主

体
が

個
別

の
ニ

ー
ズ

に
応

じ
て

独
自

の
５

Ｇ
シ

ス
テ

ム
を

柔
軟

に
構

築
で

き
、

地
域

課
題

解
決

に
資

す
る

こ
と

が
期

待
さ

れ
て

い
る

「
ロ

ー
カ

ル
５

Ｇ
」
等

の
実

現
に

向
け

、
地

域
の

ニ
ー

ズ
を

踏
ま

え
た

開
発

実
証

を
推

進
。

（
所

管
）
総

務
省
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グ
ロ
ー
バ
ル
量
⼦
暗
号
通
信
網
構
築
の
た
め
の
研
究
開
発

現
代

暗
号

の
安

全
性

の
破

綻
が

懸
念

さ
れ

て
い

る
量

子
コ

ン
ピ

ュ
ー

タ
時

代
に

お
い

て
、

国
家

間
や

国
内

重
要

機
関

間
の

機
密

情
報

の
や

り
と

り
を

安
全

に
実

施
可

能
と

す
る

た
め

、
グ

ロ
ー

バ
ル

規
模

で
の

量
子

暗
号

通
信

網
の

実
現

に
向

け
た

研
究

開
発

を
推

進
。

＜
ポ
イ
ン
ト
＞

○
近

年
、
量
子
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
研
究
が
国
際
的
に
加
速
。
量
子
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
が
実
用
化
さ
れ
る
と
、
ス
パ
コ
ン
を
用
い
て
も
解
読
に

超
長
期
間
を
要
す
る
こ
と
（
計
算
量
的
安
全
性
）
に
依
拠
し
た
現
代
の
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
等
の
暗
号
通
信
が
脆
弱
化
す
る
お
そ
れ
。

○
総

務
省
で
は
、
量
子
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
で
も
解
読
で
き
な
い
量
子
暗
号
通
信
の
実
現
に
向
け
て
、
国
立
研
究
開
発
法
人
情
報
通
信
研
究

機
構
（
Ｎ
Ｉ
Ｃ
Ｔ
）
を
中
心
と
し
て
基
盤
技
術
の
研
究
開
発
に
取
り
組
ん
で
き
た
。

○
本

研
究
開
発
で
は
、
量
子
暗
号
通
信
の
実
用
化
の
た
め
、
更
な
る
長
距
離
化
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化
を
可
能
と
す
る
技
術
（
地
上
系
長

距
離
リ
ン
ク
技
術
、
地
上
系
中
継
技
術
等
）
を
確
立
し
、
量
子
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
時
代
に
お
け
る
情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
の
確
保
を
図
る
。

（
所

管
）
総

務
省

【
令
和
２
年
度
予
算
案
：
１
４
．
４
億
円
】

衛
星

系
（
令

和
3年

度
か

ら
本

格
的

に
実

施
）

・
衛

星
間

中
継

技
術

・
地

上
系

と
の

統
合

検
証
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S
o
c
ie

ty
 5

.0
時

代
の

デ
ジ

タ
ル

・
ガ

バ
メ

ン
ト

の
実

現
に

向
け

て
、

地
方

行
政

サ
ー

ビ
ス

の
デ

ジ
タ

ル
化

等
の

施
策

を
重

点
的

に
実

施
。

【
令

和
２

年
度

予
算

（
案

）
：
７

．
１

億
円

】

自
治

体
の

情
報

シ
ス

テ
ム

の
標

準
化

、
情

報
セ

キ
ュ

リ
テ

ィ
対

策
の

推
進

等

＝
⽬
指
す
べ
き
姿

情
報
シ
ス
テ
ム

X社
情
報
シ
ス
テ
ム

Y社
・・
・

A市
B市

F村
E町

A市
B市

F村
E町

…
…

広
域
ク
ラ
ウ
ド
化

※
ベ
ン
ダ
間
・
ベ
ン
ダ
内
と
も
バ
ラ
バ
ラ

※
ベ
ン
ダ
間
・
ベ
ン
ダ
内
で
標
準
化

L
G
W

A
N
等

A市
B市

F村
E町

D
町

C市

シ
ス
テ
ム
の
調
達
や
維
持
管
理

の
コ
ス
ト
、
制
度
改
正
に
よ
る

改
修
等
の
作
業
量
が
軽
減

※
ベ
ン
ダ
間
・
ベ
ン
ダ
内
で
標
準
化 広
域
ク
ラ
ウ
ド
化
の

団
体
が
増
え
る
ほ
ど
、

安
価
に
利
⽤
で
き
る

バ
ラ
バ
ラ

標
準
化

①
標
準
仕
様
書
に
よ
っ
て

標
準
化

②
広
域
ク
ラ
ウ
ド
化

（
⾃
治
体
ク
ラ
ウ
ド
）

１
．

「
自

治
体

シ
ス

テ
ム

等
標

準
化

検
討

会
」
に

お
い

て
、

住
民

基
本

台
帳

分
野

及
び

地
方

税
分

野
に

お
け

る
自

治
体

シ
ス

テ
ム

の
標

準
仕

様
書

の
策

定
等

を
推

進
。

ま
た

、
自

治
体

ク
ラ

ウ
ド

（
複

数
自

治
体

共
同

に
よ

る
住

基
・
税

等
の

基
幹

系
シ

ス
テ

ム
の

ク
ラ

ウ
ド

化
）
普

及
に

向
け

た
調

査
研

究
を

実
施

。

A市
B市

D
町

C市

学
習

デ
ー

タ
が

増
加

し
、

A
Iの

質
が

向
上

割
勘

効
果

に
よ

り
A
I･
R
P
A
等

を
安

価
に

導
入

業
務

プ
ロ

セ
ス

の
標

準
化

に
よ

り
R
P
A
シ

ナ
リ

オ
を

共
同

利
用

将
来
像

２
．

自
治

体
行

政
ス

マ
ー

ト
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト

住
基

、
税

等
の

基
幹

系
業

務
に

つ
い

て
、

複
数

の
自

治
体

に
よ

る
検

討
グ

ル
ー

プ
を

組
み

、
業

務
プ

ロ
セ

ス
の

自
治

体
間

比
較

を
実

施
。

⇒
AI

・
RP

A等
の

IC
Tを

活
用

し
た

業
務

プ
ロ

セ
ス

の
標

準
モ

デ
ル

構
築

を
図

る
。

３
．

自
治

体
の

情
報

セ
キ

ュ
リ

テ
ィ

対
策

の
推

進

IC
Tの

発
展

等
を

踏
ま

え
、

パ
ブ

リ
ッ

ク
ク

ラ
ウ

ド
の

利
用

や
次

期
セ

キ
ュ

リ
テ

ィ
ク

ラ
ウ

ド
の

在
り

方
な

ど
、

自
治

体
の

情
報

セ
キ

ュ
リ

テ
ィ

対
策

に
つ

い
て

調
査

研
究

を
実

施
。

業
務
プ
ロ
セ
ス
を
標
準
化
し
、

AI
・

RP
A等

を
共
同
導
入

（
所

管
）
総

務
省
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公
的

統
計

の
技

術
的

課
題

の
解

決
や

品
質

向
上

の
推

進
（
総

務
省

に
よ

る
各

府
省

の
統

計
業

務
の

支
援

等
）

統
計
分
析
審
査
官
（
内
閣
官
房
か
ら派

遣
）

○
統
計
の
審
査
の
徹
底

○
誤
り発

覚
時
の
対
応
指
揮
（
訂
正
、再

発
防
⽌
検
討
）

等

○
各
府
省
単
独
で
は
対
応
が
困
難
な
事
案
は
、

共
同
で
対
応
を
検
討
・分
析

○
統
計
分
析
審
査
官
の
活
動
に
つ
い
て
フォ
ロー

ア
ップ
（
各
府
省
に
派
遣
す
る
専
⾨
家
も
審
議

に
協
⼒
）

各
府
省

評
価
分
科
会

○
政
府
統
計
共
通
の
技
術
的
課
題
の
検
討

○
個
別
統
計
の
精
度
向
上
の
技
術
的
検
討

①
外

部
専

門
家

の
派

遣

②
数

理
分

析
等

の
支

援

統
計
幹
事

総
務
省
・統
計
委
員
会

統
計
調
査
担
当

③
共

通
の

技
術

的
課

題
へ

の
対

応

統
計
技
術
的
知
⾒
を
有
す
る
専
⾨
家
を
各
府

省
に
派
遣
し
、
各
府
省
の
分
析
審
査
の
実
施

状
況
を
監
督
・
⽀
援

各
府
省
単
独
で
⾏
う
こ
と
が
困
難
な
数
理
分

析
等
に
つ
い
て
、
統
計
委
員
会
が
⽀
援
を
実

施
（
分
析
作
業
に
は
⺠
間
事
業
者
を
活
⽤
）

統
計
技
術
的
な
⾯
か
ら
の
検
証
・
評
価
、
改

善
策
の
検
討
（
分
析
作
業
に
は
⺠
間
事
業
者

を
活
⽤
）

想
定
さ
れ
る
困
難
な
事
案
の
例

・調
査
設
計
の
変
更
に
伴
う影

響
分
析

・過
去
デ
ー
タの
遡
及
推
計

・関
連
統
計
の
動
き
との
⽐
較
分
析

等

（
例
）
⽋
測
値
対
応
や
標
本
設
計
改
善
の
評
価

等

○
公
的
統
計
の
品
質
確
保
等
に
つ
い
て
は
、
「
分
析
的
審
査
の
ノ
ウ
ハ
ウ
や
効
果
的
な
再
発
防
止
策
等
に
関
す
る
情
報
は
、
各

府
省
間
で
共
有
す
る
と
と
も
に
、
困
難
な
事
案
の
分
析
に
際
し
て
は
統
計
委
員
会
の
指
導
の
下
で
協
力
連
携
し
て
対
応
す
る
」

こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。
（
令
和
元
年
６
月
、
統
計
委
員
会
建
議
）

○
こ
の
た
め
、
総
務
省
と
し
て
は
、
公
的
統
計
の
整
備
に
関
す
る
司
令
塔
機
能
を
担
う
統
計
委
員
会
の
事
務
局
と
し
て
、

・
各
府
省
に

統
計
技
術
的
知
見
を
有
す
る
外
部
専
門
家
を
派
遣

【
令
和
２
年
度
予
算
(
案
)
：
0
.
1
億
円
】
（
下
記
①
）

・
各
府
省
の

個
別
統
計
に
係
る
数
理
分
析
等
や
技
術
的
課
題
へ
の
対
応
を
支
援

【
令
和
２
年
度
予
算
(
案
)
：
0
.
1
億
円
】
（
下
記
②
③
）

（
所
管
）
総
務
省
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【
概
要
】

公
的
統
計
の
品
質
確
保
等
に
向
け
て
、
国
費
に
よ
り
都
道
府
県
に
配
置
さ
れ
国
の
統
計
調
査
に
従
事
し
て

い
る
「
統
計
専
任
職
員
」
を
増
員
し
、
統
計
調
査
員
業
務
の
指
導
等
を
担
う
専
門
職
員
を
新
た
に
配
置
す
る
。

【
令

和
２

年
度

予
算

（
案

）
：
０

．
６

億
円

】

公
的

統
計

の
品

質
確

保
等

の
た

め
の

地
方

統
計

機
構

の
体

制
整

備

（
統

計
専

任
職

員
の

増
員

）

【
対

応
の

方
向

性
】

○
調

査
員

管
理

体
制

強
化

の
必

要
性

が
高

い
９

都

道
府

県
を

対
象

と
し

て
、

国
費

に
よ

り
都

道
府

県
に

配
置

さ
れ

て
い

る
統

計
専

任
職

員
を

増
員

（
調

査

員
管

理
専

門
職

員
、

合
計

９
名

）
。

○
統

計
調

査
員

業
務

の
適

正
な

管
理

等
を

推
進

し
、

統
計

調
査

の
品

質
確

保
と

公
的

統
計

に
対

す
る

信

頼
確

保
を

図
る

。

（
背
景
）

○
一
連
の
統
計
不
正
問
題
を
受
け
て
、
事
案
の
再
発
防
止
と
統
計
の
品
質
確
保
が
喫
緊
の
課
題
。

○
都
道
府
県
に
お
け
る
調
査
デ
ー
タ
の
的
確
な
審
査
と
統
計
調
査
員
に
よ
る
適
正
な
調
査
を
確
保
す
る

た
め
の
指
導
を
行
う
体
制
の
強
化
が
必
要
。

・
工

業
統

計
調

査
、

経
済

セ
ン

サ
ス

、
農

林
業

セ
ン

サ
ス

、
漁

業
セ

ン
サ

ス
な

ど

・
国

勢
調

査
、

毎
月

勤
労

統
計

調
査

、
労

働
力

調
査

、
住

宅
・

土
地

統
計

調
査

な
ど

・
家

計
調

査
、

小
売

物
価

統
計

調
査

、
全

国
消

費
実

態
調

査
な

ど

各
部

門
の

統
計

調
査

員
管

理
を

横
断

的
に

指
導

す
る

。

統
計
主

管
課
長

管
理

調
整

部
門

企
画

・
分

析
部

門

経
済

統
計

部
門

人
口

統
計

部
門

生
活

・
消

費
部

門

調
査

員
管

理
専

門
職

員

＜
都

道
府

県
統

計
主

管
課

＞

（
所
管
）
総
務
省
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【
概
要
】

緊
急
消
防
援
助
隊
の
装
備
等
の
充
実

【
令

和
２

年
度

当
初

予
算

（
案

）
】

５
５

．
０

億
円

「
緊

急
消

防
援

助
隊

基
本

計
画

」
に

基
づ

き
部

隊
を

増
強

さ
せ

る
た

め
、

車
両

・
資

機
材

等
の

整
備

を
促

進
す

る
。

今
般

の
台

風
被

害
等

を
踏

ま
え

、
大

規
模

災
害

へ
の

消
防

の
対

応
能

力
を

強
化

す
る

。

【
主

な
事

業
】

【
イ

メ
ー

ジ
図

】

・
緊

急
消

防
援

助
隊

設
備

整
備

費
補

助
金

４
９

．
９

億
円

・
緊

急
消

防
援

助
隊

の
派

遣
体

制
及

び
情

報
通

信
機

能
の

整
備

２
．

８
億

円

災
害

対
応

特
殊

消
防

ポ
ン

プ
自

動
車

救
命

ボ
ー

ト

東
日

本
大

震
災

発
災

後
の

救
助

活
動

（
平

成
23

年
3月

）

消
防
庁
⻑
官
の
出
動
の
求
め
⼜
は
指
⽰

緊
急
消
防
援
助
隊
の
出
動

被
災
県
知
事
か
ら
の
応
援
要
請 全
国
か
ら
応
援
出
動

（
注

）
こ

の
ほ

か
、

「
防

災
・
減

災
、

国
土

強
靱

化
の

た
め

の
３

か
年

緊
急

対
策

」
（
臨

時
・
特

別
の

措
置

）
と

し
て

、
浸

水
地

域
や

土
砂

崩
落

現
場

で
活

動
す

る
特

殊
車

両
な

ど
、

効
果

的
な

消
防

活
動

に
必

要
な

車
両

・
資

機
材

の
整

備
を

実
施

（
１

３
．

９
億

円
）
。

（
所

管
）
総

務
省
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特
例

加
算

： ：

環
境

性
能

割
の

臨
時

的
軽

減
幼

児
教

育
の

無
償

化

令
和

２
年

度
地

方
財

政
計

画
の

概
要

＜
　

一
　

般
　

会
　

計
　

＞
＜

 交
　

付
　

税
　

特
　

会
 ＞

＜
地

方
財

政
計

画
＞

（
　

歳
　

入
　

）
（
　

歳
　

出
　

）

交
付

税
（
入

口
）

交
付

税
（
出

口
）

給
与

関
係

経
費

2
0
.3

兆
円

（
▲

0
.0

兆
円

）
1
6
.6

兆
円

地
方

交
付

税
法

定
率

分
　

：
1
5
3
,2

5
3
億

円
1
5
6
,0

8
5
億

円
1
6
5
,8

8
2
億

円
(▲

1
,9

7
9
億

円
）

（
＋

5
7
5
億

円
）

（
＋

4
,0

7
3
億

円
）

（
＋

0
.4

兆
円

）

法
定

加
算

等
：

2
,8

3
2
億

円

臨
時

財
政

対
策

債
3
.1

兆
円

（
▲

0
.1

兆
円

）
（
＋

2
,5

5
4
億

円
）

一
般

行
政

経
費

　
地

方
税

・
地

方
譲

与
税

4
3
.5

兆
円

（
＋

0
.7

兆
円

）

-
（
－

）
一

般
財

源
総

額

6
1
.8

兆
円

う
ち

、
補

助
分

う
ち

、
ま

ち
・
ひ

と
・
し

ご
と

創
生

事
業

費

　
う

ち
、

地
域

社
会

再
生

事
業

費

4
0
.4

兆
円

（
+
2
.0

兆
円

）

投
資

的
経

費
1
2
.8

兆
円

（
▲

0
.3

兆
円

）
地

方
特

例
交

付
金

等
2
,0

0
7
億

円
（

▲
2
,3

3
3
億

円
）

地
方

特
例

交
付

金
等

0
.2

兆
円

（
▲

0
.2

兆
円

）
住

宅
ロ

ー
ン

減
税

1
,7

4
9
億

円
（
+
 

　
7
億

円
）

2
2
.7

兆
円

（
+
1
.2

兆
円

）

1
.0

兆
円

 （
－

）

0
.4

兆
円

（
+
0
.4

兆
円

）

（
＋

1
.1

兆
円

）

0
.3

兆
円

 （
-
）

－
（

▲
2
,3

4
9
億

円
）

公
　

債
　

費

2
5
8
億

円
（
+
 

 9
億

円
）

そ
　

の
　

他
2
7
.3

兆
円

（
＋

0
.4

兆
円

）

う
ち

、
緊

急
自

然
災

害
防

止
対

策
事

業
費

復 興 債 等

・
R

２
年

度
当

初
予

算
に

係
る

補
助

事
業

裏
等

の
地

方
負

担
　

0
.3

兆
円

（
▲

0
.0

兆
円

）

・
地

方
単

独
事

業
、

　
地

方
税

法
の

改
正

等
に

伴
う

地
方

税
等

の
減

収
分

0
.1

兆
円

（
▲

0
.0

兆
円

）

1
1
.7

兆
円

（
▲

0
.2

兆
円

）

そ
　

の
　

他
5
.6

兆
円

(▲
0
.3

兆
円

）

歳
入

・
歳

出
総

額
9
0
.7

兆
円

（
＋

1
.1

兆
円

）

返
還

金
2
5
億

円
（
＋

2
1
億

円
）

＜
　

復
　

興
　

特
　

会
　

＞
 震

災
復

興
特

別
交

付
税

所
要

額
（
年

度
調

整
分

含
む

）
　

　
　

0
.4

兆
円

（
▲

0
.0

兆
円

）

地
方

交
付

税
交

付
金

等
：
1
5
8
,0

9
3
億

円

（
▲

1
,7

5
8
億

円
）

＝+ 地
方

交
付

税

交
付

金

3
,3

9
8
億

円

（
＋

1
5
2
億

円
）

震
災

復
興

特
別

交
付

税

3
,4

2
3
億

円

（
＋

1
7
4
億

円
）

特
別

会
計

9
,7

9
7
億

円
（
＋

3
,4

9
8
億

円
）

地
方

法
人

税
1
4
,5

6
4
億

円
（
＋

7
,6

8
8
億

円
）

前
年

度
か

ら
の

繰
越

金
－

（
▲

4
,2

1
5
億

円
）

剰
余

金
の

活
用

1
,0

0
0
億

円
（
＋

1
,0

0
0
億

円
）

機
構

準
備

金
－

（
▲

1
,0

0
0
億

円
）

特
会

借
入

金
元

利
償

還
金 ▲

5
,7

7
1
億

円
（
＋

2
1
億

円
）

元
金

▲
5
,0

0
0
億

円
（
－

）

利
子

▲
7
7
1
億

円
（
＋

2
1
億

円
）

（
注

）
（

）
内

は
対

前
年

度
当

初
増

減
。

計
数

は
四

捨
五

入
し

て
い

る
の

で
、

合
計

に
お

い
て

一
致

し
な

い
場

合
が

あ
る

。
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＜
主

な
歳

出
増

減
の

内
訳

＞
（
対

令
和

元
年

度
当

初
）

(単
位

：
億

円
）
（
対

令
和

元
年

度
当

初
）

【
特

別
会

計
出

口
ベ

ー
ス

】
・

地
方

交
付

税
：

・
地

方
特

例
交

付
金

：
・

国
債

整
理

基
金

特
別

会
計

へ
繰

入
：

3
1
7
,8

9
7
億

円

1
6
9
,3

0
6
億

円
（
+
8
,4

6
2
億

円
）

（
▲

5
9
9
億

円
）

2
,0

0
7
億

円
（
▲

2
,3

3
3
億

円
）

交
付

税
及

び
譲

与
税

配
付

金
特

別
会

計

歳
出

総
額

3
3
（
▲

0
）

歳
出

純
計

額
か

ら
国

債
償

還
費

、
社

会
保

障
給

付
費

等
を

除
い

た
額

歳
出

純
計

額

1
9
7
,9

7
5
（
＋

5
,0

6
7
）

5
1
5
,8

7
2
(+

4
,4

6
8
)

【
令

和
２

年
度

歳
入

予
算

】

5
1
7
,
8
2
1
億

円

（
▲
33
）

借
入

金
3
0
7
,1

23
（
▲

4
,2

5
0
）

前
年

度
剰

余
金

受
入

等
8
,0

1
5
（
＋

5
）

【
令

和
２

年
度

歳
出

予
算

】

交
通

安
全

対
策

特
別

交
付

金
5
4
3
（
▲

2
5
）

5
1
5
,
8
7
2
億

円
（
+4

,4
6
8）

国
債

整
理

基
金

特
別

会
計

へ
繰

入
3
1
7
,8

97
（
▲

5
9
9
）

予
備

費
等

3
3
（
▲

0
）

地
方

交
付

税
交

付
金

1
6
9
,3

06
（
+
8
,4

6
2
）

【
う

ち
復

興
経

費

3
,4

2
3
（
+
1
7
4
）
】

地
方

譲
与

税
譲

与
金

2
6
,0

8
6（

▲
1
,0

3
7
）

他
会

計
よ

り
受

入
1
6
2
,6

35
（
▲

2
,0

3
0
）

〔
う

ち
一

般
会

計
よ

り
受

入
〕

1
5
8
,6

3
6
（
▲

1
,7

8
2）

〔
う

ち
財

投
特

会
よ

り
受

入
〕

6
0
0
（
▲

4
0
0
）

〔
う

ち
復

興
特

会
よ

り
受

入
〕

3
,3

9
8
（
+
1
5
2
）

租
税

4
0
,0

4
8（

＋
6
,2

4
１

）

※
計

数
は

そ
れ

ぞ
れ

四
捨

五
入

し
て

い
る

の
で

、
合

計
に

お
い

て
一

致
し

な
い

場
合

が
あ

る
。

地
方

特
例

交
付

金
2
,0

0
7
（
▲

2
,3

3
3
）
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１. 内閣の重要政策である観光立国の実現に向けた訪日外国人旅行者数の増加
や不正薬物等への対応を含む水際取締りの厳格化と迅速な通関を確保する
観点から、税関における物的・人的体制の整備に予算を重点配分。

２. 行政事業レビューの点検結果や決算結果等を踏まえ、行政経費の効率化を図
る。

（単位：億円） 

項 目 令和元年度 令和２年度 元’→ ２’増 減 

財務省(財務係分) ９，７５９ ９，８０９  ＋５０（＋０．５％） 

１ 観光立国の実現に向けた訪日外国人旅行者や不正薬物等への対応 

―「明日の日本を支える観光ビジョン」や「経済財政運営と改革の基本方針 2019」等を踏ま

え、訪日外国人旅行者数の増加や不正薬物等への対応を含む水際取締りの厳格化と迅速な通

関を確保するため、監視取締用機器等の整備や体制の強化を図る。 

 令和元年度  ２年度 

○ 税関治安対策経費 １４４．３億円  ⇒ １４５．３億円（＋0.7％）

○ 訪日外国人旅行者数の増加への対応のための増員（税関） ３０７人 

（参考）国際観光旅客税の税収を充当する施策・事業のうち、税関分について、３５億円を観光庁に計上。 

２ 税制改正等への適切な対応 

―２年度税制改正に適切に対応するため、国税情報システムの改修等を実施するほか、軽減

税率制度実施への対応等に関する体制整備の強化を図る。 

 令和２年度 

○ 税制改正に伴うシステム改修等経費 １８８．９億円 

○ 軽減税率制度実施への対応のための増員（国税庁） ４１１人 

○ 国際的な租税回避への対応のための増員（国税庁） １８５人 

令和２年度財務係関係予算のポイント 

◆ 財務省予算（財務係分）のポイント

令和２年度予算編成の基本的な考え方 

― 13 ―

―  ―0123456789



３ 財務省の定員 

―観光立国の実現に向けた訪日外国人旅行者の増加・不正薬物等への対応を含む水際取締り

（税関）や、軽減税率制度実施への対応（国税庁）等に関する体制整備を強化する一方、既

存の業務を見直すこと等により減員を行い、メリハリのある定員措置を確保。 

○ 財務省全体の定員

増  員 減  員 差  引  

１，５１７人 ▲１，４４０人 ＋７７人 

（注）上記のほか、時限増員１００人、国家公務員の高齢職員の活躍の場の拡大及びワーク 

ライフバランスの推進のための増員８６人を措置。

４ 予算の効率化 

―行政事業レビューの点検結果や決算結果等を踏まえ、行政経費の効率化を図る。 

○ 国有財産管理処分庁費（財務局） 反映額 ▲ ７．８億円

○ 税関業務特別庁費（税関） 反映額 ▲ ３．０億円
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(計数は各々単位未満四捨五入） （ ）

 2’

（ ）

（ ）

（主な歳入）

（ ）

（ ）

（主な歳出）

（ ）

（ ）

百万円 （ ）

百万円 （ ）

＜参考＞　積立金の残高

令和２年度末（予定） 1兆6,623億円

38.4

令和２年度 地震再保険特別会計予算概算の概要

元’当初予算額
（ 伸 率 ）

概 算 額

）

％ ）

地 震 再 保 険 特 別 会 計
1,239 億円

歳 出
2,012

歳 入
2,012 億円

（ △

億円
（ △ 38.4 ％

1,239 億円

【概要】

地震等による被災者の生活の安定に寄与することを目的として、民間損害保険会社が負う
地震保険責任を政府が再保険し、再保険料の受入れ、管理・運用のほか、民間のみでは対応
できない巨大地震発生の際には、再保険金の支払いを行う。

再 保 険 料 収 入 957 億円 △ 44.9 ％

雑 収 入 282 億円 2.6 ％

38.4 ％

官民共同保険である地震保険制度の安定的な運営のため、一時的に保険料の配分を
　　　　変更し、近年の地震災害により減少した民間準備金残高の回復を図ることとしている。

20.0 ％

再 保 険 費 1,238 億円 △

事 務 取 扱 費 1 億円

人 件 費 81 22.0 ％

（注）　１回の地震等による総支払保険金の上限は、11兆7,000億円である。
　　　　（そのうち、政府の支払保険責任額は、11兆5,662億円）

そ の 他 8 3.5 ％

積立金は、巨大地震発生時の「再保険金並びに借入金の償還金及び利子に

充てるために必要な金額」を積み立てているもの。
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＜
主
な
歳
出
増
減
の
内
訳
＞

（
対
元
年
度
当
初
）

(単
位

：
億

円
）
（
対

元
年

度
当

初
）

（
注

）
計

数
は

そ
れ

ぞ
れ

四
捨

五
入

し
て
い
る
の

で
、
合

計
に
お
い
て
一

致
し
な
い
場

合
が

あ
る
。

地
震
再
保
険
特
別
会
計

1
,2
3
9
（
▲

7
7
3
）

1
,2
3
9
（
▲

7
7
3
）

歳
出
純
計
額
か
ら
国
債

償
還
費
、
社
会
保
障
費

等
を
除
い
た
額

歳
出

純
計

額
歳

出
総

額

1
,2
3
9
（
▲

7
7
3
）

・
保

険
料

の
配

分
方

法
の

変
更

に
よ
る
再

保
険

料
収

入
の

減
少

等
に
伴

う
再

保
険

費
の

減
（
▲

7
7
3
億

円
）

1
,2
39

億
円

（
▲

7
73
）

1
,2
39

億
円

（
▲

7
73
）

【
令
和
２
年
度
歳
入
予
算
】

【
令
和
２
年
度
歳
出
予
算
】

事
務
取
扱
費
等

1
（
＋
0
）

再
保

険
料

収
入

9
5
7
（
▲
7
8
0
）

雑
収

入

（
預

託
金

利
子

収
入
等

）
2
8
2
（
＋
7
）

再
保

険
費

1
,2
3
8
（
▲
7
7
3）
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(計数は各々単位未満四捨五入） （ ）

（ ）

（ ）

（主な歳入）
（ ）

（ ）

（ ）

（注） （ ）

（主な歳出）

（ ）

（ ）

百万円 （ ）

百万円 （ ）

（ ）

（ ）

＜参考＞ 積立金の残高

令和２年度末（予定） 1兆2,448億円

令和２年度 財政投融資特別会計（財政融資資金勘定）予算概算の概要

令和元’当初予算額
（ 伸 率 ）

令和２’概算額

事 務 取 扱 費 72

人 件 費 3,832 0.6

財政融資資金へ繰入 前年度同額兆円

（注）    上下水道コンセッションの導入を促進するための補償金免除繰上償還に伴う利子収入
　　　 の減少の補塡に充てるために投資勘定から受け入れることとしている。

％国債整理基金特別会計へ繰入 12 兆 573 億円 △ 15.6

そ の 他 3,370 66.2 ％

諸 支 出 金 2,748 億円 △ 1.2 ％

％

％

12

億円 23.4

12.1 ％

他 勘 定 よ り 受 入 1 億円

公 債 金 12

9,425 億円

△ 16.1 ％

兆円 前年度同額

△ 30.8 ％

　 積立金は、毎会計年度の剰余金（損益計算上の利益に相当）が生じた場合、将来生じ
うる損失に備えるために積み立てているもの。

3,394 億円
歳 出

26 兆 5,754 億円
（△ 8.4

財 政 融 資 資 金 よ り 受 入 11 兆 3,611 億円

【概要】

財政投融資計画の一環として、財投債で調達した資金等を原資に、国の特別会計や地方
公共団体、政府関係機関、独立行政法人などに対して貸付けを財政融資資金より実施してお
り、この財政融資資金の運用に関する経理を行う。

資 金 運 用 収 入 △

△ 8.6 ％ ）
財 政 投 融 資 特 別 会 計
＜ 財 政 融 資 資 金 勘 定 ＞

24 兆 3,429 億円
歳 入

26 兆 6,289 億円
（

％ ）
24 兆
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＜
主
な
歳
出
増
減
の
内
訳
＞

（
対
元
年
度
当
初
）

・
財

投
債

の
償

還
額

の
減

少
等

に
伴

う
「
国

債
整

理
基

金
特

別
会

計
へ

繰
入

」
の

減
（
▲

2
2
,3
4
1
億

円
）

(単
位

：
億

円
）
（
対

元
年

度
当

初
）

※
計

数
は

そ
れ

ぞ
れ

四
捨

五
入

し
て
い
る
の

で
、
合

計
に
お
い
て
一

致
し
な
い
場

合
が

あ
る
。

財
政
投
融
資
特
別
会
計
財
政
融
資
資
金
勘
定

1
2
1
,3
8
9
（
＋

8
5
）

2
4
3
,3
9
4
（
▲

2
2
,3
6
0
）

歳
出
純
計
額
か
ら
国
債

償
還
費
、
社
会
保
障
費

等
を
除
い
た
額

歳
出

純
計

額
歳

出
総

額

7
3
（
＋

1
4
）

予
備
費

1
（
—
）

2
4
3
,
3
9
4
億
円

（
▲

2
2,
3
6
0）

財
政

融
資

資
金

へ
繰

入
1
2
0
,0
0
0
（—

）

国
債

整
理

基
金

特
別

会
計

へ
繰

入
1
2
0
,5
7
3
（▲

22
,3
4
1）

事
務

取
扱

費
7
2
（
+
1
4）

公
債
等
事
務
取
扱
費

一
般

会
計

へ
繰

入
1
（
+
0
）

諸
支

出
金

2
,7
4
8
（
▲

32
）

2
4
3
,
4
2
9
億
円

（
▲

22
,8
60
）

公
債

金
1
2
0
,0
0
0
（—

）
財

政
融

資
資

金
よ
り
受

入
1
1
3
,6
1
1
（▲

21
,7
3
9）

資
金

運
用

収
入

9
,4
2
5
（
▲

1,
2
9
7）

雑
収

入
3
9
2
（
+1

76
）

【
令
和
２
年
度
歳
入
予
算
】

【
令
和
２
年
度
歳
出
予
算
】

他
勘

定
よ
り
受

入
1
（
▲

1
）
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(計数は各々単位未満四捨五入） （ ）

２’

）

）

（主な歳入）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（主な歳出）

（ ）

（ ）

＜参考＞ 基金の残高

令和２年度末（予定） 3兆45億円

1.2 ％ ）

国 債 整 理 基 金 特 別 会 計
193 兆 242 億円

歳 入
190 兆 7,154 億円

（

％ ）
193 兆 242 億円

歳 出
190 兆 7,154 億円

（ 1.2

【概要】

一般会計又は特別会計からの繰入資金等を財源として公債、借入金等の償還及び利子等
の支払いを行う。

他 会 計 よ り 受 入 83 兆 1,455 億円 △ 2.9 ％

1.0 ％

公 債 金 107 兆 9,818 億円 4.7 ％

う ち 東 日 本 大 震 災 復 興
他 会 計 よ り 受 入

317 億円 △

％う ち 復 興 借 換 公 債 金 1 兆 6,932 億円 △ 6.4

億円 △ 3.3 ％

国 債 整 理 支 出 189 兆 7,690 億円

令和２年度 国債整理基金特別会計予算概算の概要

元’当初予算額
（ 伸 率 ）

概 算 額

（注） 公債金は、復興債借換分等を除き、60年償還ルールに基づいて計算される借換債発行額を計上。

1.3 ％

復 興 債 整 理 支 出 3 兆 2,551

（

（

基金残高は、翌年度以降の国債償還等に充てるため、全額令和３年度の
歳入に繰り入れられるもの。

― 19 ―

―  ―0123456789



＜
主

な
歳

出
増

減
の

内
訳

＞
（
対

元
年

度
当

初
）

(単
位

：
億

円
）
（
対

元
年

度
当

初
）

・
普

通
国

債
等

の
債

務
償

還
費

の
増

（
＋

2
9
,1
8
6
億

円
）

・
普

通
国

債
等

の
利

子
及

割
引

料
の

減
（
▲

4
,8
8
6
億

円
）

※
計

数
は

そ
れ

ぞ
れ

四
捨

五
入

し
て
い
る
の

で
、
合

計
に
お
い
て
一

致
し
な
い
場

合
が

あ
る
。

国
債

整
理

基
金

特
別

会
計

歳
入

1
,9
3
0
,2
4
2

(+
2
3
,0
8
8
)

・
復

興
債

の
債

務
償

還
費

の
減

（
▲

1
,1
2
5
億

円
）

歳
出

1
,9
3
0
,2
4
2

(+
2
3
,0
8
8
)

【
令
和
２
年
度
歳
入
予
算
】

【
令
和
２
年
度
歳
出
予
算
】

一
般

会
計

よ
り
受

入
2
3
3
,5
0
4

（
▲

1
,5
6
9
）

そ
の

他
特

会
よ
り
受

入
5
9
7
,6
3
4

（
▲
2
3
,4
1
1）

1
,9

30
,2

42
億
円

（
＋
2
3,

08
8)

利
子
及
割
引
料

1
0
0
,0
1
0（

▲
4
,8
8
6）

債
務
償
還
費

1
,7
9
6
,4
5
5

（
＋
2
9
,1
8
6
）

公
債
金
収
入

1
,0
6
2
,8
8
6

（
＋
4
9
,5
6
2
）

公
債

金
収

入
（
復

興
）

1
6
,9
3
2
（▲

1,
1
48

）

そ
の

他
1
8
,9
6
9
（▲

34
3）

そ
の

他
1
,5
1
2
（
▲
84
）

債
務

償
還

費
（
復

興
）

3
1
,9
4
9
（▲

1,
1
25

）

東
日

本
大

震
災

復
興

他
会

計
よ
り
受

入
3
1
7
（
▲

3
）

1
,9

30
,2

42
億
円

（
＋
2
3,

08
8)

利
子
及
割
引
料
(復

興
)

3
1
4
（
▲

4
）
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